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 私が最初に社研の春季合宿研究会に参加したのは、95 年の北京・天津・蘇州・上海浦東新区



















実質 GDP 成長率は 9.5％、うち固定資産投資増加率は 25.8％、さらに本年３月の第 10 期全人代
第３回会議で策定された 05 年の数値はそれぞれ８％、16％となっている。やや「投資過熱」抑
制の政策姿勢がみられるとはいえ、「普請」への依存は変わらない。高い経済成長の結果、中国










と、92 年当時の約 2.1 をボトムに以降上昇傾向に転じ、95 年約 2.4、03 年約 2.6 となった（沿
海部は北京、天津、河北、遼寧、上海、山東、江蘇、浙江、福建、広東、海南。それ以外は内
陸部）。この結果、都市・農村所得格差について、都市所得／農村所得の倍率は 97 年の約 2.5
から 03 年には約 3.3 となった。格差は、それぞれの地域内部でも拡大している。90 年から 98
年にかけて、都市部の上位 20％世帯の所得と下位 20％世帯の所得との格差は 4.2 倍から 9.6
倍に、また、90 年から 00 年にかけて農村世帯上位 20％と下位 20％との格差は 6.3 倍から 9.5
倍に拡大した注１。これらの結果、消費生活のパタ-ンも分極化せざるを得ない。たとえば、中


















体最適化 full optimization」と「部分最適化 sub optimization」との矛盾として、これまで
も存在したし、そしてこれからも続く可能性を否定できないだろう。それは、80 年代以降の「改
革開放」～つまりは社会主義体制への市場経済原理の導入に伴う不可避の道といえるかもしれ



















にみる注３。すなわち、88 年から 99 年にかけての階層別人口構成は（％表示）、公務員・準公務
員 1.70→2.10、企業マネ-ジャー0.54→1.50、私営企業オーナー0.02→0.60、専門技術者 4.76
→5.10、オフィスワーカー1.65→4.80、零細企業オーナー3.12→4.20、サービス業従業者 6.35
→12.00 と、ここまでがウェイトアップの階層で累計 18.14→30.30 となった。一方、製造業従









































（4月 25 日 記） 
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注１．呉軍華「天安門事件後の中国の社会安定メカニズム」、日本総研『Japan Research Review』
04／12,pp90～91 
注２．森美奈子「中国都市部における消費パタ-ンの変化」、同上『RIM 2005 vol.5./no.16』p36 




（別表）95 年以降の中国訪問地の「文化度」等の格差（全国＝100，98 年） 










文化度 294.0 336.2 312.2 220.3 131.8 126.6 161.0 96.6 236.5 73.1 203.0 
短大大学生数 374.6 290.0 179.9 254.8 157.5 125.4 208.5 95.5 162.9 64.7 339.3 
図書販売額 247.7 504.4 571.7 201.8 136.8 107.0 111.3 102.0 139.6 65.3 50.9 
医師数 259.9 214.5 183.4 205.3 100.9 147.4 163.5 92.2 406.1 89.0 218.4 
生活基盤 302.7 400.1 261.9 193.8 130.8 181.5 225.3 210.2 1907.7 43.6 158.2 
生活用 
電力使用量 220.9 290.8 1370.1
 







生活用給水量 384.4 509.4 256.1 198.2 132.1 186.2 150.9 206.0 1122.5 73.0 176.2 
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